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＊予定価格１千万円以上の次に掲げる契約

①施設の包括管理に関する契約

②施設の設備又は機器の運転又は管理に関する契約

③施設の設備又は機器の保守点検に関する契約

④施設の清掃に関する契約

⑤施設の電話交換、受付及び案内に関する契約

⑥施設の警備及び駐車場の整理に関する契約

⑦不燃物の処理施設の設備及び機器の運転その他の管理に関する契約

⑧施設の給食の調理及び運搬に関する契約

＊市長が適正な賃金等の水準を確保するために特に必要があると認める次の契約

①本庁舎の空調用設備機器の保守点検に関する契約

②保健センター、関宿保健センター及び野田市急病センターの清掃に関する契約

「受注者又は下請負者に雇用され、専ら当該業務等に従事する全ての者」、「労働者派遣法の規定に

基づき受注者又は下請負者に派遣され、専ら当該業務等に従事する全ての者」になります。

アルバイトやパートなど、いかなる雇用形態であっても、当該業務等に専ら従事する者であれば対

象となります。

次に掲げる者は適用労働者には、当たりません。

＊同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者

＊家事使用人及び最低賃金法第７条の規定の適用を受ける者

＊受注者等に雇用される労働者のうち、会社役員、一般事務員（営業所等で従事する者）

＊適用労働者が都合により、当該業務等に従事できないときに、一時的に適用労働者に代わって従事

する者

＊一人親方のうち、資材・機械を自ら用意する者

１ 適用範囲

２ 適用労働者の範囲
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受注者、下請負者及び労働者派遣法の規定に基づき受注者又は下請負者に労働者を派遣する者

（以下「受注者等」という。）が適用労働者に支払う全ての賃金のうち、「４ 支払賃金」に示した

手当等の合計額を１時間当たりの賃金に換算した額（以下「支払賃金」という。）が、賃金等の最

低額以上となっていなければなりません。

賃金等の最低額 ≦ 支払賃金

＊適用労働者ごとに１時間当たりの賃金を比較します。

＊野田市公契約条例施行規則（以下「規則」という。）第３条に該当する契約ごとに定めた職種の

賃金を比較します。

３ 適用労働者の賃金

＊入札等参加者の準備等について

①当該業務を受注した場合を想定した履行体制を構築しておくこと。

②当該業務の一部を下請負者及び労働者派遣法の規定に基づき受注者又は下請負者に労働者を

派遣する者（以下「受注関係者」という。）に委託する場合は、全ての受注関係者に対して、

当該業務が条例の適用を受けること、賃金台帳や給与等の支払明細書などの労働者に支払って

いる賃金が確認できる資料を提出しなければならないことなどを事前に説明し、承諾を得てお

くこと。

受注関係者の協力が得られず、提出する資料が揃わない場合は、契約を解除することがありま

すので、受注関係者との間で取決めをしておくことが重要です。

＊入札額の積算について

入札等参加者は、入札額の算出に当たって、市が定める賃金等の最低額（以下「賃金等の最低額」

という。）以上の賃金の確保が前提となることから、当該業務の一部を受注関係者に委託する場合は、

予定している受注関係者から見積等を徴するなど、賃金等の見積内容が反映された額となるように

積算してください。
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最低賃金法に基づく最低賃金制度に定める手当等の区分による所定内給与のうち、基本給相当額と

基準内手当の合計額を１時間当たりの賃金に換算した額になります。

※手当の区分を間違えてしまうと、支払賃金の履行確認の際に、賃金等の最低額を下回ってしまう場

合がありますので、基準内と基準外に該当する各種手当の区分については十分注意してください。

支払賃金＝基本給相当額＋基準内手当を１時間当たりの賃金に換算した額

◆支払賃金に含む手当等

◆支払賃金に含まない手当等（基準外手当）

手当等 例

基本給相当額 基本給（定額給）

基準内手当 毎月きまって支払われる基本的な賃金で最低賃金制度の所定内給与に区分される

手当

手当等 内 容

臨時に支払われ

る賃金

結婚手当、１か月を超える期間ごとに支払われる賞与等の賃金

時間外割増賃金 所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる割増賃金

休日割増賃金 所定労働日以外の労働に対して支払われる割増賃金

深夜割増賃金 午後１０時から午前５時まで間の労働に対して支払われる割増賃金

精皆勤手当、通勤

手当、家族手当

最低賃金制度の所定外給与に区分される手当

４ 支払賃金
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契約の種類によって、次のとおり定めます。

履行期間が複数年度に渡る業務委託契約（長期継続契約）は、最新の賃金等の最低額を適用します。

告示するとともに、市ホームページに掲載します。

ＵＲＬ http://www.city.noda.chiba.jp/jigyousha/nyusatsu/1000712.html

公契約条例に関する情報

２．野田市公契約条例に規定する市長が定める賃金等の最低額

入札等参加者は、条例の規定を遵守する旨を記載した「公契約条例に関する誓約書」を入札等執行

日時に提出しなければなりません。当該執行日時に提出が無い参加者の入札等は無効とします。この

誓約書のほかに「誓約書・委任状」の提出も必要です。

契約の種類 賃金等の最低額

＊施設の設備又は機器の運転又は管理に関する契約

＊施設の設備又は機器の保守点検に関する契約

＊施設の警備及び駐車場の整理に関する契約

＊本庁舎の空調用設備機器の保守点検に関する契約

＊建築保全業務労務単価を指標として、別に定

める額

＊施設の清掃に関する契約

＊保健センター、関宿保健センター及び野田市急病

センターの清掃に関する契約

＊前年度の最低額×前年度中に決定された千

葉県の最低賃金÷前々年度中に決定された

千葉県の最低賃金

＊施設の包括管理に関する契約

＊施設の電話交換、受付及び案内に関する契約

＊不燃物の処理施設の設備及び機器の運転その他の

管理に関する契約

＊学校給食の調理及び運搬に関する契約

＊仕様書等に職種別に定める額

５ 賃金等の最低額

６ 賃金等の最低額の公表

７ 誓約書の提出
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①配置労働者報告書の提出

受注者等は、直近上位の注文者との間で締結する契約の締結日から１４日以内に、配置する労働者

とその労働者に支払う予定の１時間当たりの賃金を記入した「配置労働者報告書」を提出しなければ

なりません。

なお、長期継続契約の２年目以降については、各年度の業務開始日から１４日以内に提出しなけれ

ばなりません。

８ 支払賃金の確認

＊配置労働者報告書については、支払実績の確認ではないため、「賃金台帳（写）」、「給与等の支払明

細書（写）」等の実際に支払われた１時間当たりの賃金等が明確になる資料（以下「確認資料」とい

う。）の提出は不要です。ただし、市が賃金を構成する手当等の区分を確認するために当該契約の締

結前から雇用している適用労働者の確認資料の提出を求めた場合は、提出していただくことになり

ます。

＊受注者、受注関係者がそれぞれ事業者ごとに作成し、受注者が取りまとめの上、提出してください。

＊直近上位の注文者との間で締結する契約の締結日から１４日以内に提出することになるため、例え

ば、２次受注関係者の分は、１次受注関係者との間で締結する締結日から１４日以内に提出してく

ださい。長期継続契約の２年目以降については、各年度の業務開始日から１４日以内に提出してく

ださい。

＊「履行体系図」、「適用労働者への周知書類(写)」、「就業規則又は雇用条件を通知した書類(写)」と

合わせて、フラットファイル（紙製）に綴じて提出してください。
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提出

時期
提出書類 備考 提出先

契約締

結後

各年度

の業務

開始後

①フラットファイル

表紙及び背表紙に「年度」、「業務名」、「受

注者名」を記入すること。

提出は、受注者のみ

②配置労働者報告書

事業者ごとに作成

③履行体系図

提出は、受注関係者がある受注者のみ

④適用労働者への周知書類(写)

作業場等の掲示又は備付けによる場合は、

当該箇所の写真

受注者が掲示又は備付けしている場合は、

その他の受注関係者からの提出は不要

⑤就業規則又は労働条件を通知した書面(写)

※賃金を構成する手当等の区分を確認するた

め、当該業務を受注する前から雇用されてい

る労働者の「賃金台帳(写)」、「給与等の支払

明細書(写)」の提出を求める場合がありま

す。

＊直近上位の注文者と受注者等

との間で締結する契約の締結

日から１４日以内に提出する

こと。

＊長期継続契約の２年目以降に

ついては、各年度の業務開始

日から１４日以内に提出して

ください。

管財課



7

②労働者支払賃金報告書の提出

受注者等は、適用労働者の氏名、職種、労働日数・時間、支払賃金等を記入し、「労働者支払賃金

報告書（以下「賃金報告書」という。）及び確認資料を提出しなければなりません。

提出

時期
提出書類 備考 提出先

中間期 ①～③は必須、④、⑤、⑥は、既提出の報告内

容に変更がある場合のみ

①労働者支払賃金報告書

②賃金台帳(写)

③給与等の支払明細書(写)

④履行体系図

⑤適用労働者への周知書類(写)

⑥就業規則又は雇用条件を通知した書類(写)

各年度 10月末まで

＊当該業務委託の履行状況によ

り、市が賃金報告書の作成時

期や提出時期を別に指示した

場合は、それに従ってくださ

い。

管財課

契約終

了時

①～③は必須、④、⑤、⑥は、既提出の報告内

容に変更がある場合のみ

①労働者支払賃金報告書

②賃金台帳(写)

③給与等の支払明細書(写)

④履行体系図

⑤適用労働者への周知書類(写)

⑥就業規則又は雇用条件を通知した書類(写)

翌年４月末まで

＊当該業務委託の履行状況によ

り、市が賃金報告書の作成時

期や提出時期を別に指示した

場合は、それに従ってくださ

い。

管財課

＊賃金報告書の内容を証明できる確認資料を添付してください。

＊受注者、受注関係者がそれぞれ事業者ごとに作成し、受注者が取りまとめの上、提出してください。

＊多くの受注関係者を使用する場合、賃金報告書の作成及び確認資料の収集に時間がかかると考えら

れますので、受注関係者が一連の事務手続を円滑に行えるよう事前に調整してください。

＊添付された確認資料では、賃金報告書の内容を客観的に確認できないときは、その他の資料の提出

を求める場合があります。
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③労働者氏名の記入について

配置労働者報告書及び賃金報告書には、労働者氏名を記入する欄がありますので、記入する全ての

適用労働者の承諾を得てから記入してください。

適用労働者から、自らの承諾なく確認資料が提出された等の申出があった場合は、市はその真偽を

確認し、申出の内容が事実であると確認できたときは、野田市建設工事等請負業者等指名停止措置要

綱に基づき、ペナルティ等を科すことがあります。

適用労働者の承諾が得られないときは、労働者氏名の代わりに「Ａ」、「Ｂ」などの記号を配置労働

者報告書及び賃金報告書の記号欄に記入するとともに、当該適用労働者に対応する記号を確認資料の

余白の部分に記入し、労働者氏名の明示がなくても各資料の突合ができるようにしてください。

＊労働者氏名の代わりに記号を用いる場合の注意事項

記号は、労働者氏名の代わりとして使用しますので、一人の適用労働者に一度付けた記号は、契

約期間を通して同じ記号を使用してください。

【参考例】

・配置労働者報告書の内容

配置労働者を「野田一郎＝Ａ」、「野田二郎＝Ｂ」と記入

・賃金報告書（中間期）の内容

実際には「野田二郎」が従事せず、「野田三郎」が従事した場合

「野田一郎＝Ａ」、「野田三郎＝Ｃ」と記入

・賃金報告書（業務報告書提出時）の内容

「野田二郎」、「野田三郎」が従事せず、「野田四郎」が従事した場合

「野田一郎＝Ａ」、「野田四郎＝Ｄ」と記入

・次年度の配置労働者報告書

配置労働者が「野田五郎」、「野田六郎」の場合

「野田五郎＝Ｅ」、「野田六郎＝Ｆ」と記入



9

適用労働者は、受注者等の支払賃金が賃金等の最低額を下回るとき等、受注者等が条例に違反した

ときは、市長又は受注者等にその旨の申出をすることができます。受注者等は、これらの申出があっ

たことを理由に当該適用労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはいけません。

受注者は、全ての適用労働者に対して、「条例の適用を受け賃金等の最低額以上の賃金を受け取る

ことができること」、「受注者等が条例に違反したときは申出をする連絡先」、「その申出をしたことを

理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けないこと」を書面をもって周知しなければなりません。

＊適用労働者への周知事項

①適用労働者の範囲

労働者自らが適用労働者であることを確認できるようにするもの。

②当該契約の賃金等の最低額

適用労働者自らが受け取っている賃金が賃金等の最低額以上であるか否かを確認できるように

するもの。

③適用労働者が申出をする連絡先

適用労働者が受注者等の条例違反について申出をするに当たり、その申出先を周知するもの。

④適用労働者が受注者等の条例違反について申出をしたことを理由に解雇その他不利益な取扱い

を受けないこと

受注者等が条例違反にかかる申出をされたことを理由に当該適用労働者に対して解雇その他

不利益な取扱いができないことを周知するもの。

＊周知方法

次のいずれかの方法により書面にて行うこと。

①契約期間中、当該業務が行われる作業場の見やすい場所へ掲示又はファイル等による備付け

②当該業務に従事するときまでに、適用労働者へ配付

10 適用労働者への周知

９ 適用労働者の申出及び不利益な取扱いの禁止
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適用労働者から申出があった場合、提出された賃金報告書及び確認資料では賃金等の支払状況が不

明確である場合は、さらに報告書の提出を求め、又は立入検査を実施します。

＊受注者等の責務

受注者等は、法令等を遵守し、労働者の適正な労働条件を確保することはもとより、公契約に関

する責任を自覚し、適用労働者が誇りを持って、良質な当該業務等を実施できるよう労働者の更な

る福祉の向上に努めなければなりません。

＊受注者の連帯責任等

受注者は、受注関係者が支払う賃金が賃金等の最低額を下回ったときは、その差額分を受注関係

者と連帯して支払う義務を負います。

下請代金支払遅延等防止法を遵守し、受注関係者との契約を締結するに当たっては、各々の対等

な立場における合意に基づいた公正な契約としなければなりません。

受注者は、受注関係者を使用する責任において、受注関係者の条例にかかる事務手続を指導する

ことになります。

＊報告の請求等

適用労働者から受注者等の条例違反について申出があった場合、提出された賃金報告書及び確認

資料の内容について、さらに確認が必要な場合は、受注者に報告書の提出を求めます。

報告書が提出されても不十分と判断した場合は、受注者等を対象にヒアリングを行う場合があり

ます。

報告書の請求は、書面で受注者へ通知し、原則として、通知の到着日の翌日から７日間の間に報

告書を作成し、野田市総務部管財課へ提出しなければなりません。

＊立入検査の実施等

報告書で不足している内容を確認するために、書類などの検査と関係者からの聞き取り調査を行

います。受注関係者に立入検査を行うときは、受注者は、その責務において立入検査を行う職員に

同行しなければなりません。

立入検査を行う場合は、事前に日時等について当該事業者に書面にて通知します。立入検査が受

注関係者のときは、受注者を通して通知します。

11 受注者等の責務、連帯責任等

12 報告及び立入検査
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市が提出を求めた報告書や立入検査の結果、受注者等が条例の規定に違反していることが明らかと

なったときは、是正措置を命じます。

次のいずれかに該当するときは契約を解除します。契約の解除に合わせて指名停止を行います。

＊受注者の違反については、受注者に命じます。

＊受注関係者の違反については、受注者を通じて当該受注関係者に命じますが、違反の内容が受注関

係者の適用労働者の賃金が賃金等の最低額未満である場合には、受注者及び当該受注関係者に命じ

ます。

＊原則として通知書の到着日の翌日から７日間の間に処理し、是正措置の結果について、受注者は書

面により野田市総務部管財課へ報告しなければなりません。

13 是正措置

14 契約解除

＊提出しなければならない配置労働者報告書、賃金報告書、請求した報告書、確認資料が期限までに

提出されないとき

＊提出された配置労働者報告書、賃金報告書、請求した報告書、確認資料の内容が虚偽であったとき

＊立入検査を拒否したとき

＊立入検査に非協力的であったとき（妨害、忌避、質問に対して答弁せず、確認の必要な内容を明ら

かにしないときなど）

＊是正措置の命令に従わなかったとき

＊是正措置を行った結果の報告書が提出されないとき

※これらの解除条項については、契約書の特約条項に記載しています。
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「14 契約解除」に示した理由による契約の解除によって、市に損害が生じたときは、受注者は、

その損害を賠償しなければなりません。また、受注者等が条例の規定に違反したときは、違約金を徴

収します。

先の所定の理由により契約を解除したとき、又は、契約終了後に条例の規定に違反していたことが

明らかになったときは、遅滞なく公表します。

＊損害賠償

先の所定の理由による契約の解除によって、市に損害が生じたときは、受注者は、その損害を賠

償しなければなりません。

ただし、市長がやむを得ない事由があると認めるときは、この限りではありません。

＊違約金

※契約終了後に条例の規定に違反していたことが明らかになった場合も指名停止を行います。

違反が明らかに

なった時期
契約額の区分 違約金の額

契約期間中 全ての契約 契約額の１０％

契約終了後 契約額が１億円以上 契約額の５％

契約額が５千万円以上１億円未満 契約額の７％

契約額が５千万円未満 契約額の１０％

＊公表する事項

①契約の名称

②契約を締結した年月日

③受注者等の氏名及び所在地（法人その他の団体にあっては、商号又は名称及び代表者氏名並びに

所在地）

④契約を解除した年月日及び理由

⑤①から④のほかに公表する必要がある事項

＊公表の方法

公表は、野田市ホームページに掲載するなどのインターネットを利用する方法や管財課の窓口閲

覧など、その他適切な方法で行います。

15 損害賠償、違約金

16 公表
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提出書類の作成方法

（1）配置労働者報告書（業務委託契約）

当該業務の履行のために配置する労働者、その労働者に対し契約期間中に支払う予定の賃金を記

入し、市と受注者の間で締結する契約の締結日から１４日以内に提出してください。

受注関係者があるときは、受注者と受注関係者との間並びに受注関係者間で締結する契約書等の

締結日から１４日以内に提出してください。長期継続契約の２年目以降については、各年度の業務

開始日から１４日以内とする。

支払賃金の実績ではないことから、原則として確認資料の提出は不要としますが、賃金を構成す

る手当等の区分を確認するために当該契約の締結前から雇用している適用労働者の確認資料の提

出を求めることがあります。

項目名 記入方法

提出日 ＊受注者が野田市に提出する日を記入してください。

業務名 ＊当該業務の名称を記入してください。

商号又は名称及

び代表者氏名

＊報告を行う事業者の商号又は名称及び代表者氏名を記入の上、代表者印を押印

してください。

※受注関係者の配置労働者報告書は、受注関係者の商号又は名称及び代表者氏名

を記入の上、代表者印を押印してください。

所在地又は住所 ＊報告を行う事業者の所在地又は住所を記入してください。

作成者氏名、電話

番号、ＦＡＸ番

号、E-mail

＊作成者の氏名、連絡先を記入してください。

※不明な箇所は、照会することがあるので、記入内容について分かる方が直接作

成してください。

直近上位注文者

の商号又は名称

＊報告を行う事業者が契約を締結した直近上位の注文者の商号又は名称を記入し

てください。

受注者が配置労働者を報告する場合の直近上位の注文者は「野田市」になりま

す。

契約締結日 ＊直近上位の注文者と報告を行う事業者との間で締結した契約締結日を記入して

ください。

受注者が配置労働者を報告する場合は、市との間で締結した契約締結日を記入

してください。

受注関係者が配置労働者を報告する場合は、それぞれの直近上位の注文者との

間で締結した契約書等の締結日を記入してください。

契約期間 ＊直近上位の注文者と報告を行う事業者との間で締結した契約の期間を記入して

ください。

受注者が配置労働者を報告する場合は、市との間で締結した年度協定書の期間

を記入してください。

受注関係者が配置労働者を報告する場合は、それぞれの直近上位の注文者との

間で締結した契約書等の期間を記入してください。
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項目名 記入方法

配置労働者氏名

又は記号(A)

＊配置労働者の氏名を記入してください。

＊賃金報告書において支払賃金の実績を確認することになるため、配置労働者か

ら氏名の記入の承諾が得られない場合は、「Ａ」、「Ｂ」などの記号を記入してく

ださい。

＊氏名の代わりに記号を用いるときは、契約期間を通して同じ記号を用いてくだ

さい。

新規雇用者(B) ＊当該業務を受注するに当たり、新しく雇用した配置労働者は、「○」を記入して

ください。

従事職種(C) ＊配置労働者が従事する職種の名称を記入してください。

＊複数の職種を兼ねている場合は、主に従事する職種を記入してください。

市が定める賃金

等の最低額(D)

＊従事職種に応じて、市が定める賃金等の最低額を記入してください。

給与形態(E) ＊配置労働者の給与形態を記入してくだい。

「月給制」、「日給制」、「時給制」のいずれかを記入してください。

なお、「日給月給制」については、「日給制」と記入してください。

年間所定労働時

間(F)

＊就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等

に基づく年間の所定労働時間を記入してください。

１日当たりの所

定労働時間(G)

＊就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等

に基づく１日当たりの所定労働時間（休憩時間を除く）を記入してください。

基本給額(H) ＊時間給制の場合は基本時給額、日給制の場合は基本日給額、月給制の場合は基

本月給額を記入してください。

基準内手当額(I) ＊本業務に従事したときのみに支給される基準内手当がある場合に記入してくだ

さい。

＊時間給制は１時間当たりの基準内手当額、日給制は１日当たりの基準内手当額、

月給制は１月当たりの基準内手当額を記入してください。

※「時間外勤務の割増手当」、「精皆勤手当」、「家族手当」、「通勤手当」、「賞与な

どの臨時の給与」は、基準外の手当になりますので、基準内手当から除外して

ください。

時間単価(J)

※小数点以下切

捨てとします。

＊各配置労働者に支払う予定の時間単価を記入してください。

基本的な計算方法

【月給制】 （Ｈ＋Ｉ）×１２月÷Ｆ

【日給制】 （Ｈ＋Ｉ）÷Ｇ

【時間給制】 Ｈ＋Ｉ
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配置労働者報告書（業務委託契約）

業務名

A Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｇ

※次ページ以降の「記入に関する注意事項等」をご覧ください。

提出日　　　　　年　　月　　日

作成者氏名

電話番号

FAX番号

E-mail

契約締結日 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

支払予定賃金の内容

Ｆ Ｈ Ｉ Ｊ

商号又は名称
及び代表者氏名

所在地又は住所

直近上位注文者
の商号又は名称 契約期間

配置労働者氏名
又は記号

新
規
雇
用
者

従事職種
市が定め
る賃金等
の最低額

給与
形態

年間所定
労働時間

１日当た
りの所定
労働時間 基本給額

基準内
手当額

※賞与等の

除外される

賃金に注意

時間単価

※小数点以

下切捨て

印
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記入に関する注意事項等

Ａ　適用労働者の氏名を記入してください。労働者本人の承諾が得られない場合は記号を記入してください。

Ｂ　当該契約を受注するに当たり、新しく雇用した適用労働者は、「○」を記入してください。

Ｃ　適用労働者が従事している職種名を記入してください。

Ｄ　Ｃに記入した職種に該当する市が定める賃金等の最低額を記入してください。

Ｅ　「月給」、「日給」、「時給」のいずれかを記入してください。「日給月給」は、「日給」と記入してください。

Ｆ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、勤務シフト等に基づく年間所定労働時間を記入してください。

Ｇ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、勤務シフト等に基づく１日の所定労働時間を記入してください。

Ｈ　時給制は基本時給額、日給制は基本日給額、月給制は基本月給額に当たる金額を記入してください。

Ｉ　最低賃金制度の所定内給与が該当します。

　　※詳細は、野田市公契約条例の手引を参照してください。

Ｊ　各労働者に支払う予定の時間単価を記入してください。

　　基本的な計算方法

　　【月給制】　（Ｈ＋Ｉ）×１２月÷Ｆ

　　【日給制】　（Ｈ＋Ｉ）÷Ｇ

　　【時間給制】Ｈ＋Ｉ

      「時間外勤務の割増手当」、「精皆勤手当」、「家族手当」、「通勤手当」、
　　「賞与などの臨時の給与」は、基準外の手当になりますので、基準内手当から
　　除外してください。

　　時給制は１時間当たりの基準内手当額、日給制は１日当たりの基準内手当額、月給制は１月当たりの基準内手当額を
　　記入してください。

※原則として「賃金台帳(写)」、「給与等の支払明細書(写)」のほか、実際に支払われた１時
間当たりの賃金等が明確となる資料（以下「確認資料」という。）の提出は不要としますが、
市が賃金を構成する手当等の区分を確認するために、当該契約の締結前から雇用している適用
労働者の確認資料の提出を求めることがあります。
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（２）労働者支払賃金報告書（業務委託契約）

契約期間中に支払った賃金の実績報告として、原則として「各年度１０月末」、「翌年４月末」の

２回提出しなければなりません。ただし、当該業務委託の履行状況により、市が賃金報告書の作成

時期や提出時期を別に指示した場合は、それに従ってください。

作成に当たっては、それぞれの提出時期に該当する賃金支払日を基準日とし、適用労働者ごとに

賃金計算期間の労働日数、労働時間、賃金等の内訳、支払実績賃金単価を記入してください。

受注関係者があるときは、事業者ごとに作成し、他の確認資料も揃えた上で、受注者が取りまと

めて提出してください。

労働日数、労働時間、賃金等の内訳に記載されている内容と賃金台帳(写)及び給与等の支払明細

書(写)等に記載されている内容が、合致しなければなりません。

項目名 記入方法

左上欄 ＊提出回数を記入してください。

賃金支払日 ＊支払内容を報告する賃金支払日を記入してください。

上記支払日の計算

期間

＊上記に記入した賃金支払日の賃金計算期間を記入してください。

元請又は下請の別 ＊元請とは受注者をいい、下請とは受注関係者をいいます。

＊受注者の場合は元請を「○」で囲み、受注関係者の場合はカッコに１、２など

の下請次数の数字を記入してください。

商号又は名称

代表者氏名

＊報告を行う事業者の商号又は名称及び代表者氏名を記入の上、代表者印を押印

してください。

※受注関係者の賃金報告書は、受注関係者の商号又は名称及び代表者氏名を記入

の上、代表者印を押印してください。

所在地又は住所 ＊報告を行う事業者の所在地又は住所を記入してください。

作成者氏名、電話

番号、ＦＡＸ番号、

Ｅ－mail

＊作成者の氏名、所属部署、連絡先を記入してください。

※不明な箇所は、照会することがあるので、記入内容について分かる方が直接作

成してください。

業務名、委託場所、

契約期間

＊市と受注者の契約書に記載されている業務名、委託場所を転記してください。

＊受注者の契約期間は、市と受注者の契約書に記載されている契約期間を転記し、

受注関係者の契約期間は、下請契約書等から転記してください。

労働者氏名(A)

記号(B)

＊適用労働者の氏名について記入してください。

＊氏名の記入について、適用労働者の承諾が得られない場合は、黒墨で氏名の表

示を隠すか、空欄にして、記号欄に「Ａ」、「Ｂ」などの記号を記入してくださ

い。

＊記号を用いた場合は、確認資料の余白にも同じ記号を記入し、氏名の明示が無

くても各確認資料の突合ができるようにしてください。

※適用労働者の氏名の代わりに記号を用いるときは、契約期間を通じて同じ記号

を用いてください。

請負労働者(C) ＊報告する事業者が使用する請負労働者（資材・機械を用意せず、実質的に雇用

労働者と同様の一人親方）に該当する場合は、「○」を記入してください。
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項目名 記入方法

従事状況(D) ＊適用労働者の従事状況について｢当初｣、｢追加｣、｢変更｣のいずれかを下記の内

容に照らし合わせて該当するものを記入してください。

「当初」：業務履行の当初から従事している適用労働者

「追加」：業務履行途中で新たに従事することになった適用労働者

「変更」：業務履行途中で従事している者に代わって従事した適用労働者（一時

的であり、元の労働者へ戻る変更は除く）

従事職種(E) ＊適用労働者が従事している職種の名称を記入してください。

＊複数の職種を兼ねている場合は、主に従事する職種を記入してください。

市が定める賃金等

の最低額(F)

＊従事職種に応じて、市が定める賃金等の最低額を記入してください。

給与形態(G) ＊適用労働者の給与形態を記入してくだい。

「月給制」、「日給制」、「時給制」のいずれかを記入してください。なお、「日給

月給制」については、「日給制」と記入してください。

労働日数 就業規則等に基づ

く年間所定労働日

数(H)

＊就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、

現場のシフト等に基づく年間の所定労働時間を記入してく

ださい。

賃金計算期間の実

労働日数(I)

＊賃金計算期間で実際に従事した労働日数を記入してくださ

い。

賃金計算期間に本

業務に従事した実

労働日数(J)

＊賃金計算期間で本業務に実際に従事した労働日数を記入し

てください。

※短時間でも作業に従事していれば１日と数えてください。

労働時間 就業規則等に基づ

く年間所定労働時

間(K)

＊就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、

現場の勤務シフト等に基づく年間の所定労働時間を記入し

てください。

就業規則等に基づ

く１日の所定労働

時間(L)

＊就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、

現場の勤務シフト等に基づく１日当たりの所定労働時間

（休憩時間を除く）を記入してください。

賃金計算期間の実

労働時間(M)

＊本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働時間を

記入してください。

うち割増賃金

対象労働時間

(N)

＊本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働時間の

うち、割増賃金が生じる労働時間があれば記入してくださ

い。

賃金計算期間に本

業務に従事した実

労働時間(O)

＊本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働時間

を記入してください。

うち割増賃金

対象労働時間

(P)

＊本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働時間

のうち、割増賃金が生じる労働時間があれば記入してくだ

さい。
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項目名 記入方法

賃金等の内訳 賃金計算期間の基

本給額(Q)

＊時間給制の場合は基本時給額、日給制の場合は基本日給額、

月給制の場合は基本月給額を記入してください。

賃金計算期間に毎

月きまって支給さ

れる基準内手当額

(R)

＊毎月きまって支給される基本的な賃金に限られ、最低賃金

制度の所定内給与に区分される手当の合計額を記入してく

ださい。

本業務に従事した

ときにのみ支給さ

れる基準内手当額

(S)

＊本業務に従事したときのみに支給される基準内手当がある

場合に記入してください。

賃金計算期間の基

準外手当額(T)

＊３ページの「支払賃金に含まない手当等」の合計額を記入

してください。具体的な例は次のとおり。

①精皆勤手当、通勤手当、家族手当

②臨時に支払われる手当（結婚手当など）

③所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃

金（時間外割増金など）

④所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金（休日割

増賃金など）

⑤午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払わ

れる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超え

る部分（深夜割増賃金など）

うち本業務の

基準外手当額

(U)

＊本業務に支給される基準外手当がある場合に記入してくだ

さい。

１か月当たりの臨

時の給与(V)

＊賞与やその他の臨時の賃金等を 1か月当たりの金額に換算

（例、600,000 円/年÷12 月＝50,000 円）して記入してく

ださい。

例）賞与（ボーナス等、期末手当・勤勉手当）、その他の臨

時の賃金等

適用労働者の雇用期間で区分します。

雇用期間 内 容

１年以上 賃金支払日を基準として過去１年の間に貴社

が支払った臨時の給与の合計額を１２月で除

し、１か月当たりの額を記入してください。

１年未満 最初に勤務した日から賃金支払日までの間に

貴社が支払った臨時の給与の合計額をその月

数で除した額を記入してください。
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項目名 記入方法

支払賃金実績単価

(W)

※小数点以下切捨

てとします。

※アルファベット

は賃金報告書の様

式で確認してくだ

さい。

１．月給制

毎月きまって支給される基準内手当のみの場合

Ｗ＝（Ｑ＋Ｒ）×１２月÷Ｋ

毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給さ

れる基準内手当がある場合

Ｗ＝（Ｑ＋Ｒ）×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

２．日給制

毎月きまって支給される基準内手当のみの場合

Ｗ＝Ｑ÷Ｌ＋Ｒ×１２月÷Ｋ

毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給さ

れる基準内手当がある場合

Ｗ＝Ｑ÷Ｌ＋Ｒ×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

３．時給制

毎月きまって支給される基準内手当のみの場合

Ｗ＝Ｑ＋Ｒ×１２月÷Ｋ

毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給さ

れる基準内手当がある場合

Ｗ＝Ｑ＋Ｒ×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）
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提出日　　　　年

　　　　月　　日 E-mail

うち割増
賃金対象

労働時間

うち割増
賃金対象

労働時間

うち本業
務の基準

外手当額

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W

作成者氏名

電話番号

　　　　年　　月　　日から 元　請 FAX番号

　　　　年　　月　　日まで (　　　)次下請

　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

労働日数 労働時間 賃金等の内訳

賃金 計算 期間の 実

労働時間

賃金計算期間に本業
務に従事した実労働

時間

賃金計算期間の

基準外手当額

※次ページ以降の「記入に関する注意事項等および記入例」をご覧ください。

(　　)回目 賃金支払日 　　年　　月　　日支払
元請又は下請

の別
商号又は名称
代表者氏名

上記支払日
の計算期間

所在地又は住所

業務名 委託場所 契約期間

労 働 者 氏 名
記
号

請
負
労
働
者

従事
状況

従事職種

市が定
める賃
金等の
最低額

給与
形態

支払実績

賃金単価
※小数点

以下切捨

て

就業規 則

等に基 づ

く年間 所
定労働 日

数

賃金計算

期間の実
労働日数

賃金計算

期間に本

業務に従
事した実

労働日数

就 業規則

等 に基づ

く 年間所
定 労働時

間

就業規則

等に基づ

く１日の
所定労働

時間

賃金計算

期間の基
本給額

賃金計算
期間に毎

月きまっ

て支給さ

れる基準
内手当額

本業務に
従事した

ときにの

み支給さ

れる基準
内手当額

１か月当

たりの臨
時の給与

㊞

労働者支払賃金報告書（業務委託契約）



22

※記入に関する注意事項等

Ａ　適用労働者の氏名を記入してください。氏名を記入するときには労働者本人の承諾を得るようにしてください。

Ｂ　適用労働者の氏名を記入することができないときは、「Ａ」、「Ｂ」などの記号を記入してください。

　   　記号を使用する場合は、名前の代わりとなりますので、一人の適用労働者に一度使用した記号は、契約期間を通じて同じ記号を使用してください。

　　　また、賃金台帳の写、給与等の支払明細書の写の余白に記号を記入し、氏名の明示がなくても各資料の突合ができるようにしてください。

   Ｃ　資材・機械を用意せず、実質的に雇用労働者と同様の一人親方に該当する場合は、「○」を記入してください。　　　　　　　　

   Ｄ　適用労働者の従事状況について「当初」、「変更」、「追加」、「削減」のいずれかを下記の内容に合わせて該当するものを記入してください。　　　　　　　　

　　・「当初」…業務履行の当初から当該業務に従事している者　　　　　　　・「変更」…業務履行の途中で従事している者に代わって従事した者

　　・「追加」…業務履行の途中で新たに追加して従事することになった者　　

Ｅ　適用労働者が従事している職種を記入してください。

Ｆ　Ｅに記入した職種に該当する市が定める賃金等の最低額を記入してください。

Ｇ　「月給」、「日給」、「時給」のいずれかを記入してください。「日給月給」については、「日給」と記入してください。

Ｈ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等に基づく年間の所定労働日数を記入してください。

Ｉ　本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働日数を記入してください。

Ｊ　本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働日数を記入してください。短時間でも業務場所に来て作業を行った場合には、１日と数えてください。

Ｋ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等に基づく年間の所定労働時間を記入してください。

Ｌ　就業規則、雇用契約書、労働条件通知書、本業務仕様書、現場の勤務シフト等に基づく１日当たりの所定労働時間（休憩時間を除く）を記入してください。

Ｍ　本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働時間を記入してください。

Ｎ　本報告における賃金計算期間で実際に従事した労働時間のうち、割増賃金が生じる労働時間があれば記入してください。

Ｏ　本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働時間を記入してください。

Ｐ　本報告における賃金計算期間で本業務に従事した労働時間のうち、割増賃金が生じる労働時間があれば記入してください。

Ｑ　時間給制の場合は基本時給額、日給制の場合は基本日給額、月給制の場合は基本月給額を記入してください。

Ｒ　毎月きまって支給される基本的な賃金に限られ、最低賃金制度の所定内給与に区分される手当の合計額を記入してください。

Ｓ　本業務に従事したときのみに支給される基準内手当がある場合に記入してください。

      Ｔ　基準内手当以外の合計額を記入してください。具体的には次に掲げる手当です。　　　　　　　　　　

　　①精皆勤手当、通勤手当、家族手当　　　②臨時に支払われる手当（結婚手当など）　　　③所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増金など）　

　　④所定労働日以外の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）

　　⑤午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分（深夜割増賃金など）

Ｕ　Ｔの基準外手当のうち、本業務に支給される基準外手当がある場合に記入してください。

Ｖ　賞与などの臨時の給与に当たる金額を１か月当たりの金額に換算（例600,000円/年÷12月＝50,000円）記入してください。

Ｗ　１．月給制　

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｗ＝（Ｑ＋Ｒ）×１２月÷Ｋ

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｗ＝（Ｑ＋Ｒ）×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

　　２．日給制

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｗ＝Ｑ÷Ｌ＋Ｒ×１２月÷Ｋ

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　　Ｗ＝Ｑ÷Ｌ＋Ｒ×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

　　３．時給制

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｗ＝Ｑ＋Ｒ×１２月÷Ｋ

　　　　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｗ＝Ｑ＋Ｒ×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

Ｘ　Ｗの値がＦの値以上であれば「〇」、未満であれば「×」が自動で表示されます。作成上の参考にしてください。この列は印刷されません。
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提出日　　　　年

　　　　月　　日 E-mail

うち割増

賃金対象

労働時間

うち割増

賃金対象

労働時間

うち本業

務の基準

外手当額

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S T U V W

甲木　乙太 当初 設備の運転管理 1,570 月給 245 20 10 1,960.0 8.0 170.0 10.0 80.0 0.0 200,000 80,000 0 21,428 0 50,000 1,714 

例①　月給制　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｗ＝（Ｑ＋Ｒ）×１２月÷Ｋ

⇒　（200,000＋80,000）×１２月÷1,960＝1,714（小数点以下切捨て）

丙村　丁男 当初 電話交換及び受付 1,000 日給 250 21 11 2,000.0 8.0 168.0 0.0 88.0 0.0 8,000 40,000 0 20,000 0 0 1,240 

例②　日給制　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｗ＝Ｑ÷Ｌ＋Ｒ×１２月÷Ｋ

⇒　8,000÷8.0＋40,000×１２月÷2,000＝1,240（小数点以下切捨て）

Ａ 当初 清掃業務 919 時給 250 22 16 1,500.0 6.0 132.0 0.0 96.0 0.0 850 10,000 0 6,600 0 0 930 

例③　時給制　毎月きまって支給される基準内手当のみの場合　Ｗ＝Ｑ＋Ｒ×１２月÷Ｋ

⇒　850＋10,000×１２月÷1,500＝930（小数点以下切捨て）

春木　夏太 当初 設備の保守点検 1,570 月給 257 22 14 2,056.0 8.0 186.0 10.0 122.0 10.0 250,000 20,000 30,000 21,887 21,887 30,000 1,843 

例④　月給制　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｗ＝（Ｑ＋Ｒ）×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

⇒　（250,000＋20,000）×１２月÷2,056＋30,000÷（122－10）＝1,843（小数点以下切捨て）

秋村　冬男 当初 設備の運転管理 1,570 日給 257 21 7 2,056.0 8.0 168.0 0.0 56.0 0.0 12,000 10,500 10,500 0 0 0 1,748 

例⑤　日給制　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｗ＝Ｑ÷Ｌ＋Ｒ×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

⇒　12,000÷8.0＋10,500×１２月÷2,056＋10,500÷（56－0）＝1,748（小数点以下切捨て）

B 当初 清掃作業員 919 時給 192 16 8 1,536.0 8.0 128.0 0.0 64.0 0.0 900 1,000 2,000 0 0 0 939 

例⑥　時給制　毎月きまって支給される基準内手当のほか本業務に従事した時のみに支給される基準内手当がある場合　Ｗ＝Ｑ＋Ｒ×１２月÷Ｋ＋Ｓ÷（Ｏ－Ｐ）

⇒　900＋1,000×１２月÷1,536＋2,000÷（64-0）＝939（小数点以下切捨て）

作成者氏名

電話番号

　　　　年　　月　　日から 元　請 FAX番号

　　　　年　　月　　日まで (　　　)次下請

　　　　年　　月　　日から

　　　　年　　月　　日まで

労働日数 労働時間 賃金等の内訳

賃金 計算 期間の 実

労働時間

賃金計算期間に本業

務に従事した実労働

時間

賃金計算期間の

基準外手当額

(　　)回目 賃金支払日 　　　　年　　月　　日支払
元請又は下請

の別
商号又は名称
代表者氏名

上記支払日
の計算期間

所在地又は住所

業務名
市と受注者が締結した契約書に記載されている業務名を記
入

委託場所
市と受注者が締結した契約書に記載さ
れている委託場所を記入

契約期間

労 働 者 氏 名
記
号

請
負
労
働
者

従事
状況

従事職種

市が定
める賃
金等の
最低額

給与
形態

支払実績

賃金単価

※小数点

以下切捨

て

就業規 則

等に基 づ

く年間 所

定労働 日

数

賃金計算

期間の実

労働日数

賃金計算

期間に本

業務に従

事した実

労働日数

就 業規則

等 に基づ

く 年間所

定 労働時

間

就業規則

等に基づ

く１日の

所定労働

時間

賃金計算

期間の基

本給額

賃金計算

期間に毎

月きまっ

て支給さ

れる基準

内手当額

本業務に

従事した

ときにの

み支給さ

れる基準

内手当額

１か月当

たりの臨

時の給与

提出回数を記入
受注者が市へ報告書及び確
認資料を提出する日を記入

支払状況を報
告しようとす
る賃金支払日
を記入

上記賃金支
払日の賃金
計算期間を
記入

受注者の報告書の場合は
元請を○で囲み、下請の
報告書の場合は、下請次
数を記入

記入例
報告書は、会社等の単位で作成することに
なります。下請負者の場合は、下請負者の
商号又は名称、所在地又は住所、作成者、
連絡先を記入

㊞


